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文部科学省初等中等教育局特別支援教育課庶務係 
 
 

平成２８年度特別支援教育就学奨励費補助金等の予算額（案）について 
 
日頃より、特別支援教育就学奨励費に係る事務の執行に御尽力いただき、誠にありがと

うございます。 
平成２８年度政府予算（案）については平成２７年１２月２４日に閣議決定されたとこ

ろですが、平成２８年度における特別支援教育就学奨励補助金担等について、別添のとお

りお知らせします。 
なお、平成２８年度予算は今後の国会審議等の状況により変更がありうるものであり、

また、下記の事項についても詳細等は調整中のことを含むため、今後、変更する場合があ

りますので、予め御承知おきください。 
 
【添付資料】 
 （資料１）特別支援教育就学奨励費（負担金・補助金・交付金）について 
 （資料２）平成２８年度国庫補助対象限度額等一覧（案） 
 （資料３）特別支援教育就学奨励費補助金（市町村分）に係る事務負担の軽減 
 （資料４）「要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱」

新旧対照表（案） 
 
 

【担 当】 
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課庶務係 
 名取、折笠、宮下 
  TEL：03-5253-4111（内線 2430） 
  FAX：03-6734-3737 
  e-mail：tokubetu@mext.go.jp  



【参考】予算編成の考え方 
 
（１） 平成２８年度予算（案）について 

① 予算全体について（資料１） 
平成２８年度予算（案）では自治体における超過負担解消や対象者数の増等に

対応するため、対前年度約１３億円増の約１２９億円を計上しています。 
② 修学旅行費等の限度額の増額（資料２） 

修学旅行費等の限度額については貸切バスの運賃・料金制度の改正等を踏まえ、

限度額の増額改定を行います。 
 

（２） 「平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成２７年１月３０日閣議決

定）を踏まえた対応について（資料３・資料４） 
 上記閣議決定において、特別支援教育就学奨励費補助金（市町村分）について、

「単価の標準化を図るなど、地方公共団体の事務負担を軽減する方策を検討し、平

成２７年中に結論を得る。」こととされたことを踏まえ、平成２８年度から事業計

画・交付申請時には費目毎の内訳による積算ではなく前年度実績額に対象人数を乗

ずることや新入学児童生徒学用品・通学用品を学用品・通学用品費に統合すること

により単価の標準化を図ることで、地方公共団体の事務負担を軽減することにしま

した。 
① 事業計画・交付申請手続きの簡素化（資料４ 第２号様式の４） 

これまで事業計画・交付申請・変更交付申請・実績報告の各段階において、費

目別の内訳を作成いただいておりましたが、事務の簡素化の観点から、費目別

の内訳の作成は変更交付申請及び実績報告のみとし、事業計画及び交付申請に

おいては前年度実績額に対象人数を乗じた金額によることとします。なお、事

業計画に使用する前年度実績額は事業計画提出依頼時にお示しします。 
また、変更交付申請及び実績報告は従前どおりの取扱いであり、補助対象経費

や限度額等の取扱い及び児童生徒及び保護者への就学奨励に係る支援の枠組み

を変えるものではありません。 
② 新入学児童生徒学用品・通学用品費の学用品・通学用品費への統合等 

（資料４ 別記２） 
これまで単独の補助費目としていた、新入学児童生徒学用品・通学用品は学用

品・通学用品費の一部として統合することとし、限度額については新入学児童

生徒の対象になる場合は加算とすることにしました。 
③ 給食費の区分の廃止（資料４ 第８号様式別紙４（１）） 

これまで給食費については完全給食・補食給食・ミルク給食の区分を設けてお

りましたが、事務の簡素化の観点からこの区分を廃止することとしました。な



お、いずれも補助対象となることや限度額（実費）の変更はありません。 
④ 費目別内訳の特別支援学級と令２２条の３の区分の廃止（資料４ 第７号様式

別紙４（２）） 
これまで費目別内訳で特別支援学級と令２２条の３を区分して計上しておりま

したが、この区分を廃止し一本化します。なお、特別支援学級と令２２条の３

のいずれも補助対象となることに変更はありません。また、支弁区分毎の実人

数については引き続き特別支援学級と令２２条の３を区分して集計することと

します。 
 

（３） その他の制度改正について 
① 義務教育学校制度の施行による改正（資料４ 本文第１条等） 

義務教育学校制度が施行されることに伴い、小学校に義務教育学校の前期課程

を、中学校に義務教育学校の後期課程をそれぞれ含むこととします。 
 

 



地方公共団体
国立大学法人

国

特別支援学校及び小・中学校の特別支援学級等への就学の充実を図るため、障害のある児童生徒等の
保護者等の経済的負担を軽減するために必要な援助を行い、もってこれらの学校への就学を奨励するとともに
特別支援教育の振興を図る。 （ 根拠法令 ： 特別支援学校への就学奨励に関する法律 ）

障害のある子供

保護者

○ 特別支援教育就学奨励費 負担金 6,361百万円（ 6,318百万円）
・公私立の特別支援学校の小学部、中学部及び高等部（専攻科を除く）の児童生徒の保護者等に対する補助

○ 特別支援教育就学奨励費 補助金 5,953百万円（ 4,706百万円）
・公私立の特別支援学校（負担金の対象経費を除く）幼児児童生徒の保護者等に対する補助
・公私立の小・中学校の特別支援学級の児童生徒及び通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の保護者等に対する
補助

○ 特別支援教育就学奨励費 交付金 595百万円（ 559百万円）
・国立大学法人が設置する国立大学に附属する特別支援学校並びに小・中学校の特別支援学級の幼児児童生徒の保護
者等に対する補助
・国立大学法人が設置する国立大学に附属する小・中学校の通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の保護者等に
対する補助

特別支援教育の振興

補助対象経費
・教科書購入費
・学校給食費
・交通費

・修学旅行費
・寄宿舎居住経費

・学用品費 など

援 助
経済的負担を軽減

特別支援学校、小・中学校

補助・交付

教 育 の 機 会 均 等 の 確 保

就 学

○特別支援教育就学奨励費（負担金・補助金・交付金）
平成２８年度予算額（案） １２，９０９百万円（平成2７年度予算額 １１，５８３百万円）

※公私立の小・中学校の特別支援学級等については単価の標準化を図るなど、地方公共団体の事務負担を軽減する方策を実施。

資料１



●特別支援教育就学奨励費補助金

　 小学校及び中学校分（特別支援学級及び通常の学級（ただし、通常の学級は、学校教育法施行令第２２条の３に規定する障害の程度に該当する児童生徒に限る））

ⅠⅡⅢ
の別

負担割合
国庫補助対象限度額

（保護者が負担した額のうち
国庫補助対象額となる限度額）

国庫補助対象額
（国庫補助対象限度額の範囲内で

地方公共団体が保護者に給与した額）

国庫補助額
（国庫補助対象額の１／２の額）

ⅠⅡ １／２ 保護者実費の１／２ 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

Ⅲ － － － － －

ⅠⅡ １０／１０ 保護者実費 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

Ⅲ １／２ 保護者実費の１／２ 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

ⅠⅡ １０／１０ 保護者実費 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

Ⅲ １／２ 保護者実費の１／２ 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

ⅠⅡ １０／１０ 保護者実費 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

Ⅲ １／２ 保護者実費の１／２ 地方公共団体の給与額 地方公共団体の給与額の１／２

小学校 保護者実費（21,180円まで）の１／２（10,590円まで） 地方公共団体の給与額（10,590円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（5,295円まで）

中学校 保護者実費（56,670円まで）の１／２（28,335円まで） 地方公共団体の給与額（28,335円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（14,167.5円まで）

Ⅲ － － － － －

小学校 保護者実費（1,570円まで）の１／２（785円まで） 地方公共団体の給与額（785円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（392.5円まで）

中学校 保護者実費（2,270まで）の１／２（1,135円まで） 地方公共団体の給与額（1,135円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（567.5円まで）

Ⅲ － － － － －

小学校 保護者実費（3,620円まで）の１／２（1,810円まで） 地方公共団体の給与額（1,810円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（905円まで）

中学校 保護者実費（6,100円まで）の１／２（3,050円まで） 地方公共団体の給与額（3,050円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（1,525円まで）

Ⅲ － － － － －

小学校 保護者実費（11,420円まで）の１／２（5,710円まで） 地方公共団体の給与額（5,710円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（2,855円まで）

中学校 保護者実費（22,320円まで）の１／２（11,160円まで） 地方公共団体の給与額（11,160円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（5,580円まで）

Ⅲ － － － － －

小学校 保護者実費（20,470円まで）の１／２（10,235円まで） 地方公共団体の給与額（10,235円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（5,117.5円まで）

中学校 保護者実費（23,550円まで）の１／２（11,775円まで） 地方公共団体の給与額（11,775円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（5,887.5円まで）

Ⅲ － － － － －

小学校 スキー等 保護者実費（26,020円まで）の１／２（13,010円まで） 地方公共団体の給与額（13,010円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（6,505円まで）

柔道 保護者実費（7,510円まで）の１／２（3,755円まで） 地方公共団体の給与額（3,755円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（1,887.5円まで）

剣道 保護者実費（51,940円まで）の１／２（25,970円まで） 地方公共団体の給与額（25,970円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（12,985円まで）

スキー等 保護者実費（37,340円まで）の１／２（18,670円まで） 地方公共団体の給与額（18,670円まで） 地方公共団体の給与額の１／２（9,335円まで）

Ⅲ － － － － －

ⅠⅡ １／２
保護者実費（１冊当たり10,500円）の１／２（１冊当たり
5,250円まで）
（※（注）１により算定）

地方公共団体の給与額
（１冊当たり5,250円まで）

地方公共団体の給与額の１／２
（１冊当たり2,625円まで）

Ⅲ － － － － －

（注）１ 　拡大教材費（学用品・通学用品購入費加算分）は、ページ数（表紙を除く）×１ページ当たり単価（限度額42円）×１／２により算定する（１冊当たり5,250円を限度）。
２ 　弱視、難聴、言語障害等の児童又は生徒で、学校教育法施行規則第１４０条の規定により、障害に応じた特別の指導を受けている者については、その通学に係る特別に要する交通費のみを

通学費として補助の対象とすることができる。

平成２８年度特別支援教育就学奨励費補助金（小学校及び中学校分）国庫補助対象限度額等一覧（案）

経費区分
小・中学校

の別

学校給食費
小・中学校

交
通
費

通学費 小・中学校

職場実習費 中学校

小・中学校
交流及び共同学習
費

修
学
旅
行
費

修学旅行費
ⅠⅡ １／２

校外活動等参加費
（宿泊を伴わないも
の）

ⅠⅡ １／２

校外活動等参加費
（宿泊を伴うもの）

中学校

拡大教材費
（学用品・通学用品
購入費加算分）

小・中学校

ⅠⅡ １／２

ⅠⅡ １／２

体育実技用具費
（学用品・通学用品
購入費加算分）

ⅠⅡ １／２

学
用
品
購
入
費

学用品・通学用品
購入費

ⅠⅡ １／２

新入学児童生徒学
用品・通学用品購
入費

資料２



●特別支援教育就学奨励費補助金
単価の標準化を図るなど、地方公共団体の事務負担を軽減する方策を検討し、平成27 年中に結論を得る。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（抄） 【平成27年1月30日閣議決定】

平成28年度から特別支援教育就学奨励費補助金（市町村分）の交付申請に係る単価
を標準化することなどにより、地方公共団体の補助金申請に係る事務負担を軽減

新入学児童生徒学用品・通学用品費を学用品の加算額とすることで費目間の限度額
の共通化

○特別支援教育就学奨励費補助金（市町村分）に係る事務負担の軽減

事業計画及び交付申請は所要額の積み上げによる申請から、実績単価に対
象児童生徒数を乗じた金額とすることで簡素化
（交付要綱 第２号様式４）

対象費目の
合理化

補助金
の交付
手続きの
簡素化

変更交付申請及び実績報告は市町村の実需要額を確実に補助するため所要
額の積み上げによることとしつつ、特別支援学級と通常学級の集計区分及び
一部費目の内訳を廃止することで簡素化
（交付要綱 第７号様式別紙４（２）、第８号様式別紙４（１）、第１０号様式の１
のエ（３） ）

事業計
画・交付
申請時

変更交
付申請・
実績報
告時

資料３



「要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱」新旧対照表（案）

新 旧

要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱 要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱

昭和６２年５月１日文部大臣裁定 昭和６２年５月１日文部大臣裁定
平成元年６月１５日一部改正 平成元年６月１５日一部改正
平成２年７月３０日一部改正 平成２年７月３０日一部改正
平成３年８月２３日一部改正 平成３年８月２３日一部改正
平成４年６月３０日一部改正 平成４年６月３０日一部改正
平成５年９月２４日一部改正 平成５年９月２４日一部改正
平成６年６月２３日一部改正 平成６年６月２３日一部改正
平成１１年１月８日一部改正 平成１１年１月８日一部改正
平成１１年４月１日一部改正 平成１１年４月１日一部改正
平成１２年４月３日一部改正 平成１２年４月３日一部改正
平成１３年１月６日一部改正 平成１３年１月６日一部改正
平成１４年４月１日一部改正 平成１４年４月１日一部改正
平成１６年４月１日一部改正 平成１６年４月１日一部改正
平成１７年４月１日一部改正 平成１７年４月１日一部改正
平成１９年４月２日一部改正 平成１９年４月２日一部改正
平成１９年１２月２６日一部改正 平成１９年１２月２６日一部改正
平成２１年４月１日一部改正 平成２１年４月１日一部改正
平成２２年４月１日一部改正 平成２２年４月１日一部改正
平成２３年４月１日一部改正 平成２３年４月１日一部改正
平成２４年４月１日一部改正 平成２４年４月１日一部改正
平成２５年５月１５日一部改正 平成２５年５月１５日一部改正
平成２６年４月１日一部改正 平成２６年４月１日一部改正
平成２７年４月９日一部改正 平成２７年４月９日一部改正
平成２８年 月 日一部改正

（通則） （通則）
第１条 市町村（特別区及び市町村の組合を含む。以下同じ。）に対する要保護児童生徒援助費補 第１条 市町村（特別区及び市町村の組合を含む。以下同じ。）に対する要保護児童生徒援助費補

助金及び特別支援教育就学奨励費補助金（小学校（義務教育学校の前期課程を含む。以下同じ。 助金及び特別支援教育就学奨励費補助金（小学校及び中学校（中等教育学校の前期課程を含む。
）及び中学校（義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）分） 以下同じ。）分）の交付については，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３
の交付については，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９ ０年法律第１７９号），補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政
号），補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）の 令第２５５号）の規定によるもののほか，この要綱の定めるところによる。
規定によるもののほか，この要綱の定めるところによる。

（補助の目的） （補助の目的）
第２条 要保護児童生徒援助費補助金は，市町村が経済的理由によって，就学困難と認められる児 第２条 要保護児童生徒援助費補助金は，市町村が経済的理由によって，就学困難と認められる児

童又は生徒の保護者に対して必要な援助を与えた場合，国がその経費の一部を補助することとし 童又は生徒の保護者に対して必要な援助を与えた場合，国がその経費の一部を補助することとし
，もって義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。 ，もって義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。

２ 特別支援教育就学奨励費補助金（小学校及び中学校分）は，市町村が，小学校若しくは中学校 ２ 特別支援教育就学奨励費補助金（小学校及び中学校分）は，市町村が，小学校若しくは中学校
に就学する学校教育法施行令第２２条の３に規定する障害の程度に該当する児童若しくは生徒の に就学する学校教育法施行令第２２条の３に規定する障害の程度に該当する児童若しくは生徒の
保護者又は特別支援学級に就学する児童若しくは生徒の保護者の経済的負担を軽減するため，そ 保護者又は特別支援学級に就学する児童若しくは生徒の保護者の経済的負担を軽減するため，そ
の負担能力の程度に応じ，就学のため必要な援助を与えた場合，その経費の一部を補助すること の負担能力の程度に応じ，就学のため必要な援助を与えた場合，その経費の一部を補助すること
とし，もって特別支援教育の振興に資することを目的とする。 とし，もって特別支援教育の振興に資することを目的とする。

資料４



（補助金交付の対象及び補助金の額） （補助金交付の対象及び補助金の額）
第３条 文部科学大臣は，市町村が行う別記１及び別記２の補助事業の項に掲げる事業（以下「補 第３条 文部科学大臣は，市町村が行う別記１及び別記２の補助事業の項に掲げる事業（以下「補

助事業」という。）を実施するために必要な経費のうち，補助金交付の対象として文部科学大臣 助事業」という。）を実施するために必要な経費のうち，補助金交付の対象として文部科学大臣
が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について，予算の範囲内で補助金を交付する。 が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について，予算の範囲内で補助金を交付する。

２ 補助対象経費及び補助金の額は別記１及び別記２の補助対象経費の項及び補助金の額の項のと ２ 補助対象経費及び補助金の額は別記１及び別記２の補助対象経費の項及び補助金の額の項のと
おりとする。 おりとする。

（申請手続） （申請手続）
第４条 補助金の交付を受けようとする市町村は，補助金交付申請書（第１号様式）に事業計画書 第４条 補助金の交付を受けようとする市町村は，補助金交付申請書（第１号様式）に事業計画書

（第２号様式）及び収支予算書（第３号様式）を添えて，別途通知する日までに都道府県教育委 （第２号様式）及び収支予算書（第３号様式）を添えて，別途通知する日までに都道府県教育委
員会を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。 員会を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。

２ 前項による書類の提出後に，災害その他の事情により補助金の交付決定の変更を受ける必要が ２ 前項による書類の提出後に，災害その他の事情により補助金の交付決定の変更を受ける必要が
生じたときは，当該市町村は，前項に準じ変更後の書類を作成し，これに変更の理由を添えて， 生じたときは，当該市町村は，前項に準じ変更後の書類を作成し，これに変更の理由を添えて，
別途通知する日までに都道府県教育委員会を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。 別途通知する日までに都道府県教育委員会を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。

３ 都道府県教育委員会は，市町村から第１項及び前項による書類の提出があったときは，審査の ３ 都道府県教育委員会は，市町村から第１項及び前項による書類の提出があったときは，審査の
上交付決定額一覧表（第４号様式）を添えて，文部科学大臣に進達するものとする。 上交付決定額一覧表（第４号様式）を添えて，文部科学大臣に進達するものとする。

（交付決定の通知） （交付決定の通知）
第５条 文部科学大臣は，前条第１項の規定による交付申請書の提出があったときは，これを審査 第５条 文部科学大臣は，前条第１項の規定による交付申請書の提出があったときは，これを審査

の上，交付決定を行い，都道府県教育委員会に交付決定額一覧表を送付するものとする。 の上，交付決定を行い，都道府県教育委員会に交付決定額一覧表を送付するものとする。
２ 都道府県教育委員会は，前項による交付決定額一覧表の送付を受けたときは，速やかに当該市 ２ 都道府県教育委員会は，前項による交付決定額一覧表の送付を受けたときは，速やかに当該市

町村に対し，補助金交付決定通知書（第５号様式）を送付するものとする。 町村に対し，補助金交付決定通知書（第５号様式）を送付するものとする。
３ 市町村から前条第２項の規定による変更交付申請書の提出があったときは，前２項を準用する ３ 市町村から前条第２項の規定による変更交付申請書の提出があったときは，前２項を準用する

。この場合，交付決定変更通知書は第６号様式，交付決定変更額一覧表は第４号様式によるもの 。この場合，交付決定変更通知書は第６号様式，交付決定変更額一覧表は第４号様式によるもの
とする。 とする。

４ 文部科学大臣が交付の決定を行うまでに通常要すべき標準的な期間は，補助金交付申請書が文 ４ 文部科学大臣が交付の決定を行うまでに通常要すべき標準的な期間は，補助金交付申請書が文
部科学省に到達してから３０日とする。また，市町村から提出された補助金交付申請書が都道府 部科学省に到達してから３０日とする。また，市町村から提出された補助金交付申請書が都道府
県に到達してから文部科学省に到達するまでに通常要すべき標準的な期間は３０日とする。 県に到達してから文部科学省に到達するまでに通常要すべき標準的な期間は３０日とする。

（申請の取下げ） （申請の取下げ）
第６条 市町村は，交付決定の内容又はこれに付した条件に対して不服があることにより補助金交 第６条 市町村は，交付決定の内容又はこれに付した条件に対して不服があることにより補助金交

付の申請を取り下げようとするときは，交付決定の通知を受けた日から１０日以内にその旨を記 付の申請を取り下げようとするときは，交付決定の通知を受けた日から１０日以内にその旨を記
載した書面を都道府県教育委員会を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。 載した書面を都道府県教育委員会を経由して文部科学大臣に提出しなければならない。

（補助事業の中止又は廃止） （補助事業の中止又は廃止）
第７条 市町村は，補助事業を中止し，又は廃止しようとするときは，文部科学大臣の承認を受け 第７条 市町村は，補助事業を中止し，又は廃止しようとするときは，文部科学大臣の承認を受け

なければならない。 なければならない。

（事業遅延の届出） （事業遅延の届出）
第８条 市町村は，補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合，又は補 第８条 市町村は，補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合，又は補

助事業の遂行が困難となった場合には，速やかに文部科学大臣に報告し，その指示を受けなけれ 助事業の遂行が困難となった場合には，速やかに文部科学大臣に報告し，その指示を受けなけれ
ばならない。 ばならない。

（状況報告書の提出） （状況報告書の提出）
第９条 市町村は，補助事業の遂行状況について，文部科学大臣の要求があったときは，都道府県 第９条 市町村は，補助事業の遂行状況について，文部科学大臣の要求があったときは，都道府県

教育委員会に状況報告書（第７号様式）を提出しなければならない。 教育委員会に状況報告書（第７号様式）を提出しなければならない。

（実績報告書の提出） （実績報告書の提出）
第１０条 市町村は，補助事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は，その日か 第１０条 市町村は，補助事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は，その日か

ら３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに，実績報告書（第８号様 ら３０日を経過した日又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに，実績報告書（第８号様



式）を都道府県教育委員会に提出しなければならない。 式）を都道府県教育委員会に提出しなければならない。

（補助金の額の確定等） （補助金の額の確定等）
第１１条 都道府県教育委員会は，前条による実績の報告を受けた場合には，実績報告書等の書類 第１１条 都道府県教育委員会は，前条による実績の報告を受けた場合には，実績報告書等の書類

の審査及び必要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付 の審査及び必要に応じて現地調査等を行い，その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付
決定の内容及びこれに付された条件に適合すると認められるときは，交付すべき補助金の額を確 決定の内容及びこれに付された条件に適合すると認められるときは，交付すべき補助金の額を確
定し，当該市町村に通知（第９号様式）するものとする。 定し，当該市町村に通知（第９号様式）するものとする。

２ 都道府県教育委員会は，前項による補助金の額の確定を行った場合には，額の確定に関する報 ２ 都道府県教育委員会は，前項による補助金の額の確定を行った場合には，額の確定に関する報
告書（第１０号様式）を文部科学大臣に提出するものとする。 告書（第１０号様式）を文部科学大臣に提出するものとする。

３ 都道府県教育委員会は，市町村に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額 ３ 都道府県教育委員会は，市町村に交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額
を超える補助金が交付されているときは，その超える部分の補助金の返還（第１１号様式）を命 を超える補助金が交付されているときは，その超える部分の補助金の返還（第１１号様式）を命
ずるものとする。 ずるものとする。

（交付決定の取消等） （交付決定の取消等）
第１２条 文部科学大臣は，第７条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる 第１２条 文部科学大臣は，第７条の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次に掲げる

場合には，第５条の交付決定の全部若しくは一部を取り消し，又は変更することができる。 場合には，第５条の交付決定の全部若しくは一部を取り消し，又は変更することができる。
(1) 市町村が法令，この要綱又は法令若しくはこの要綱に基づく文部科学大臣の処分若しくは指 (1) 市町村が法令，この要綱又は法令若しくはこの要綱に基づく文部科学大臣の処分若しくは指
示に違反した場合 示に違反した場合

(2) 市町村が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合 (2) 市町村が補助金を補助事業以外の用途に使用した場合
(3) 市町村が補助事業に関して不正，怠慢，その他不適当な行為をした場合 (3) 市町村が補助事業に関して不正，怠慢，その他不適当な行為をした場合
(4) 交付の決定後生じた事情の変更等により，補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな (4) 交付の決定後生じた事情の変更等により，補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

った場合 った場合
２ 文部科学大臣は，前項の取消しをした場合において，既に当該取消しに係る部分に対する補助 ２ 文部科学大臣は，前項の取消しをした場合において，既に当該取消しに係る部分に対する補助

金が交付されているときは，期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 金が交付されているときは，期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

（補助金調書） （補助金調書）
第１３条 市町村は，当該補助事業に係る歳入及び歳出の予算書並びに決算書における計上科目及 第１３条 市町村は，当該補助事業に係る歳入及び歳出の予算書並びに決算書における計上科目及

び科目別計上金額を明らかにする調書（第１２号様式）を作成しておかなければならない。 び科目別計上金額を明らかにする調書（第１２号様式）を作成しておかなければならない。

（その他） （その他）
第１４条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付手続については，別に通知するところによ 第１４条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付手続については，別に通知するところによ

る。 る。

別記２ 特別支援教育就学奨励費補助金 別記２ 特別支援教育就学奨励費補助金

補助事業 補助対象経費 補助金の額 補助事業 補助対象経費 補助金の額

市町村が，当該市町村の区域内の公立若しくは私立の小学校 市町村が，当該市町村の区域内の公立若しくは私立の小学校
（義務教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）又は中学校（ 又は中学校（中等教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）に
義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含む。 就学する学校教育法施行令第２２条の３に規定する障害の程度
以下同じ。）に就学する学校教育法施行令第２２条の３に規定 に該当する児童若しくは生徒の保護者又は特別支援学級に就学
する障害の程度に該当する児童若しくは生徒の保護者又は特別 する児童若しくは生徒の保護者に対し，その保護者の属する世
支援学級に就学する児童若しくは生徒の保護者に対し，その保 帯（以下「世帯」という。）の収入額及び需要額の区分に応じ
護者の属する世帯（以下「世帯」という。）の収入額及び需要 ，小学校又は中学校への就学のため必要な経費のうち，下記(1
額の区分に応じ，小学校又は中学校への就学のため必要な経費 )～(8)を支給する事業。ただし，下記(1)，(2)（欄外（注）に
のうち，下記(1)～(8)を支給する事業。ただし，下記(1)，(2) 係るものを除く。）及び(5)～(8)（(7)の①のイを除く。）に
（欄外（注）に係るものを除く。）及び(5)～(8)（(7)の①の ついては，生活保護法第１２条の規定による生活扶助若しくは
イを除く。）については，生活保護法第１２条の規定による生 同法第１３条の規定による教育扶助が行われている者又は要保



活扶助若しくは同法第１３条の規定による教育扶助が行われて 護児童生徒援助費補助金の対象とされ必要な援助を受けている
いる者又は要保護児童生徒援助費補助金の対象とされ必要な援 者，及び「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標
助を受けている者，及び「公立義務教育諸学校の学級編制及び 準に関する法律施行令」（昭和３３年政令第２０２号）第４条
教職員定数の標準に関する法律施行令」（昭和３３年政令第２ に定める者を除く。また，経費の支給を受ける者が，支給され
０２号）第４条に定める者を除く。また，経費の支給を受ける る金銭を紛失し，又は目的外に使用するおそれがある場合は現
者が，支給される金銭を紛失し，又は目的外に使用するおそれ 物をもって支給することができる。
がある場合は現物をもって支給することができる。 なお，世帯の収入額及び需要額の算定については，平成２６

なお，世帯の収入額及び需要額の算定については，平成２６ 年４月１日付け２６文科初第２７号による「特別支援学校への
年４月１日付け２６文科初第２７号による「特別支援学校への 就学奨励に関する法律施行令第２条の規定に基づく保護者等の
就学奨励に関する法律施行令第２条の規定に基づく保護者等の 属する世帯の収入額及び需要額の算定要領」の定めるところに
属する世帯の収入額及び需要額の算定要領」の定めるところに よる。
よる。

(1) 学校給食費 (1) 学校給食費
学校給食法第１１条第２項に定める学校給食費（特別支援 学校給食費の 学校給食費を支給し 学校給食法第１１条第２項に定める学校給食費（特別支援 学校給食費の 学校給食費を支給し

学校への就学奨励に関する法律施行令（昭和２９年政令第１ 半額 た額の合計額の1/2 学校への就学奨励に関する法律施行令（昭和２９年政令第１ 半額 た額の合計額の1/2
５７号。以下「令」という。）第２条第１号に掲げる区分（ の額 ５７号。以下「令」という。）第２条第１号に掲げる区分（ の額
以下「第１区分」という。）及び同条第２号に掲げる区分（ 以下「第１区分」という。）及び同条第２号に掲げる区分（
以下「第２区分」という。）に該当する世帯に限る。） 以下「第２区分」という。）に該当する世帯に限る。）

(2) 通学に要する交通費（通学費） (2) 通学に要する交通費（通学費）
児童又は生徒が最も経済的な通常の経路及び方法により通 通学費の全額 通学費を支給した額 児童又は生徒が最も経済的な通常の経路及び方法により通 通学費の全額 通学費を支給した額

学する場合の交通費 （第１区分及 の合計額の1/2の額 学する場合の交通費 （第１区分及 の合計額の1/2の額
び第２区分） び第２区分）
通学費の半額 通学費の半額
（令第２条第 （令第２条第
３号に掲げる ３号に掲げる
区分（以下第 区分（以下第
３区分という ３区分という
。）） 。））

(3) 職場実習に要する交通費（職場実習交通費） (3) 職場実習に要する交通費（職場実習交通費）
中学校の教育課程に従い，学校長の管理のもとに学校外の 職場実習交通 職場実習交通費を支 中学校の教育課程に従い，学校長の管理のもとに学校外の 職場実習交通 職場実習交通費を支

事業所等において，生徒が現場実習に参加する場合の交通費 費の全額（第 給した額の合計額の 事業所等において，生徒が現場実習に参加する場合の交通費 費の全額（第 給した額の合計額の
１区分及び第 1/2の額 １区分及び第 1/2の額
２区分） ２区分）
職場実習交通 職場実習交通
費の半額（第 費の半額（第
３区分） ３区分）

(4) 交流及び共同学習に要する交通費（交流及び共同学習交通 (4) 交流及び共同学習に要する交通費（交流及び共同学習交通
費） 交流及び共同 交流及び共同学習交 費） 交流及び共同 交流及び共同学習交

学校教育の一環として特別支援学校又は他の小・中学校の 学習交通費の 通費を支給した額の 学校教育の一環として特別支援学校又は他の小・中学校の 学習交通費の 通費を支給した額の
特別支援学級の児童又は生徒等と共に集団活動を行う場合に 全額（第１区 合計額の1/2の額 特別支援学級の児童又は生徒等と共に集団活動を行う場合に 全額（第１区 合計額の1/2の額
必要な経費 分及び第２区 必要な経費 分及び第２区

分） 分）
交流及び共同 交流及び共同
学習交通費の 学習交通費の
半額（第３区 半額（第３区
分） 分）



(5) 修学旅行費 (5) 修学旅行費
児童又は生徒が修学旅行（小学校又は中学校を通じてそれ 修学旅行費の 別途通知する児童又 児童又は生徒が修学旅行（小学校又は中学校を通じてそれ 修学旅行費の 別途通知する児童又

ぞれ１回に限る。）に参加するため直接必要な交通費，宿泊 半額 は生徒１人当たりの ぞれ１回に限る。）に参加するため直接必要な交通費，宿泊 半額 は生徒１人当たりの
費，見学料及び均一に負担すべきこととなるその他の経費（ 限度額の範囲内で修 費，見学料及び均一に負担すべきこととなるその他の経費（ 限度額の範囲内で修
第１区分及び第２区分に該当する世帯に限る。） 学旅行費を支給した 第１区分及び第２区分に該当する世帯に限る。） 学旅行費を支給した

額の合計額の1/2の 額の合計額の1/2の
額 額

(6) 校外活動等参加費 (6) 校外活動等参加費
ア 宿泊を伴わないもの ア 宿泊を伴わないもの

児童又は生徒が校外活動（学校外に教育の場を求めて行 校外活動等参 別途通知する児童又 児童又は生徒が校外活動（学校外に教育の場を求めて行 校外活動等参 別途通知する児童又
われる学校行事としての活動（修学旅行を除く。）をいう 加費（宿泊を は生徒１人当たりの われる学校行事としての活動（修学旅行を除く。）をいう 加費（宿泊を は生徒１人当たりの
。以下同じ。）のうち宿泊を伴わないものに参加するため 伴わないもの 限度額の範囲内で校 。以下同じ。）のうち宿泊を伴わないものに参加するため 伴わないもの 限度額の範囲内で校
直接必要な交通費及び見学料（以下「校外活動等参加費（ ）の半額 外活動等参加費（宿 直接必要な交通費及び見学料（以下「校外活動等参加費（ ）の半額 外活動等参加費（宿
宿泊を伴わないもの）」という。）（第１区分及び第２区 泊を伴わないもの） 宿泊を伴わないもの）」という。）（第１区分及び第２区 泊を伴わないもの）
分に該当する世帯に限る。） を支給した額の合計 分に該当する世帯に限る。） を支給した額の合計

額の1/2の額 額の1/2の額

イ 宿泊を伴うもの イ 宿泊を伴うもの
児童又は生徒が校外活動のうち宿泊を伴うものに参加す 校外活動等参 別途通知する児童又 児童又は生徒が校外活動のうち宿泊を伴うものに参加す 校外活動等参 別途通知する児童又

るため直接必要な交通費，宿泊費及び見学料（以下「校外 加費（宿泊を は生徒１人当たりの るため直接必要な交通費，宿泊費及び見学料（以下「校外 加費（宿泊を は生徒１人当たりの
活動等参加費（宿泊を伴うもの）」という。）（第１区分 伴うもの）の 限度額の範囲内で校 活動等参加費（宿泊を伴うもの）」という。）（第１区分 伴うもの）の 限度額の範囲内で校
及び第２区分に該当する世帯に限る。） 半額 外活動等参加費（宿 及び第２区分に該当する世帯に限る。） 半額 外活動等参加費（宿

泊を伴うもの）を支 泊を伴うもの）を支
給した額の合計額の 給した額の合計額の
1/2の額 1/2の額

(7) 学用品・通学用品購入費 (7) 学用品・通学用品購入費
児童又は生徒が通常必要とする学用品・通学用品の購入費 学用品・通学 別途通知する児童又 ① 児童又は生徒が通常必要とする学用品の購入費（第１区 学用品・通学 別途通知する児童又

（第１区分及び第２区分に該当する世帯に限る。） 用品購入費の は生徒１人当たりの 分及び第２区分に該当する世帯に限る。） 用品購入費の は生徒１人当たりの
なお，下記の経費は，学用品・通学用品購入費の加算分と 半額 限度額の範囲内で学 なお，下記の経費は，学用品・通学用品購入費の加算分 半額 限度額の範囲内で学

して支給するものとする。 用品・通学用品購入 として支給するものとする。 用品・通学用品購入
ア 体育実技用具費 費を支給した額の合 ア 体育実技用具費 費を支給した額の合

小学校又は中学校の体育（保健体育）の授業の実施に必 計額の1/2の額 小学校又は中学校の体育（保健体育）の授業の実施に必 計額の1/2の額
要な体育実技用具（柔道にあっては柔道着，剣道にあって 要な体育実技用具（柔道にあっては柔道着，剣道にあって
は防具一式（面，胴，甲手，垂れ），剣道衣，竹刀及び防 は防具一式（面，胴，甲手，垂れ），剣道衣，竹刀及び防
具袋（以下「防具一式等」という。），スキー等にあって 具袋（以下「防具一式等」という。），スキー等にあって
は，スキー板，スキー靴，ストック及び金具等（以下「ス は，スキー板，スキー靴，ストック及び金具等（以下「ス
キー板等」という。）をいう。以下同じ。）で，当該授業 キー板等」という。）をいう。以下同じ。）で，当該授業
を受ける児童又は生徒全員が個々に用意することとされて を受ける児童又は生徒全員が個々に用意することとされて
いるもののうち，小学校にあっては第１学年から第３学年 いるもののうち，小学校にあっては第１学年から第３学年



まで及び第４学年から第６学年までのそれぞれの期間ごと まで及び第４学年から第６学年までのそれぞれの期間ごと
に１つのスキー板等について，中学校にあっては柔道着， に１つのスキー板等について，中学校にあっては柔道着，
防具一式等又はスキー板等のうちいずれか１つの用具の購 防具一式等又はスキー板等のうちいずれか１つの用具の購
入費 入費

イ 拡大教材費 イ 拡大教材費
弱視の児童又は生徒が授業において使用する拡大教材の 弱視の児童又は生徒が授業において使用する拡大教材の

購入費 購入費
ウ 新入学児童生徒学用品・通学用品購入費

小学校又は中学校に入学する者が通常必要とする学用品
及び通学用品の購入費

（削除） ② 児童又は生徒が通常必要とする通学用品の購入費（第１
区分及び第２区分に該当する世帯に限る。）

（削除） (8) 新入学児童生徒学用品・通学用品購入費
小学校又は中学校に入学する者が通常必要とする学用品及 新入学児童生 別途通知する児童又

び通学用品の購入費 徒学用品・通 は生徒１人当たりの
（第１区分及び第２区分に該当する世帯に限る。） 学用品購入費 限度額の範囲内で新

の半額 入学児童生徒学用品
・通学用品購入費を
支給した額の合計額
の1/2の額

（注） 弱視，難聴，言語障害等の児童又は生徒で，学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１ （注） 弱視，難聴，言語障害等の児童又は生徒で，学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１
１号）第１４０条の規定により，障害に応じた特別の指導を受けている者については，その通 １号）第１４０条の規定により，障害に応じた特別の指導を受けている者については，その通
学に係る特別に要する交通費のみを上記(2)の通学費として補助の対象とすることができる。 学に係る特別に要する交通費のみを上記(2)の通学費として補助の対象とすることができる。

第１号様式から第２号様式の３ 略 第１号様式から第２号様式の３ 略



第２号様式の４ 第２号様式の４

第３号様式から第７号様式別紙４（１） 略 第３号様式から第７号様式別紙４（１） 略

第２号様式の４

市町村名

支給
人員

【人】

市町村の支出額
（A)

　【円】

国庫補助対象額
（B)

　【円】

支給
人員

【人】

市町村の支出額
（A)’

　【円】

国庫補助対象額
（B)’

　【円】

支給
人員

【人】

（B)＋（B)’
補助事業に要する経費

【円】

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

特 別 支 援 学 級 分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

支 給
実 人 員

小　　　学　　　校
【人】

中　　　学　　　校
【人】

特別支 援学 級分

通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3）

（変更）交付内定通知に
基づく国庫補助申請額
（千円未満切り捨て）

【円】(F)

(注)１「A・A’：市町村の支出額」欄は、市町村が行う事業のための実支出額（保護者に支給する額の総額）を記入すること。
　　２「B・B'：国庫補助対象額」欄は、毎年度別に通知する児童又は生徒１人当たりの限度額の範囲内で、１人１人への支給見込額の合計額を記入すること。
　　　（市町村が国庫補助事業を超えて独自に補助している部分は含まないこと。
　　３　弱視、難聴、言語障害等の生徒で、学校教育法施行規則第１４０条の規定により、障害に応じた特別の指導を受けている者の「通学に係る特別に要す
　　　る交通費」については、特別支援学級の欄に計上すること。
　　４ F欄については、事前に交付内定がなされた場合のみ使用すること。

国 庫 補 助 額 合 計
((D) の 額 の 1/2 の 額 )

【 円 】 (E)

学 用 品 ・ 通 学 用 品 購 入 費

新入学児童生徒学用品 ・通 学用 品購 入費

体 育 実 技

用 具 費

柔 道

剣 道

ス キ ー 等

拡 大 教 材 費 （ 加 算 分 ）

特 別 支 援 学 級 分 計

通 常 の 学 級 分
( 令 22 条 の 3 ） 計

合 計

平 成     年 度 特 別 支 援 教 育 就 学 奨 励 費 補 助 金 に 係 る 事 業 計 画 書

区分

小 学 校 中 学 校 合 計 【 円 】

学 校 給 食 費

完 全 給 食

補 食 給 食

ミ ル ク 給 食

交 通 費 （ 通 学 費 ）

職 場 実 習 交 通 費

交 流 及 び 共 同 学 習 交 通 費

修 学 旅 行 費

校 外 活 動 等 参 加 費

宿 泊 を 伴 わ

な い も の

宿 泊 を 伴

う も の

第２号様式の４

市町村名

特別支援学級分
通 常 の 学 級 分
（ 令 22 条 の 3 ）

計
（A)

小　　　学　　　校

中　　　学　　　校

計

←(D)

※支給実人員には、支弁区分に関わらず就学奨励費の支給申請をする人数を入力すること。

支給実人員 計画単価
（B)

所要額
（A×B)

平 成     年 度 特 別 支 援 教 育 就 学 奨 励 費 補 助 金 に 係 る 事 業 計 画 書

国 庫 補 助 額 合 計
((D)の額の1/2の額 )

【 円 】 (E)

（変更）交付内定通知に
基づく国庫補助申請額
（千円未満切り捨て）

【円】(F)



第７号様式別紙４（２） 第７号様式別紙４（２）

第８号様式から第８号様式別紙３ 略 第８号様式から第８号様式別紙３ 略

第７号様式別紙４（２）

　(2)経費の内訳（平成　　年　　月　　日現在見込額） 市町村名

（単位：円）

市町村の支出額
（A)

　【円】

国庫補助対象額
（B)

　【円】

市町村の支出額
（A)’
　【円】

国庫補助対象額
（B)’

　【円】

宿 泊 を 伴 わ
な い も の

宿 泊 を 伴
う も の

柔 道

剣 道

ス キ ー 等

校 外 活 動 等 参 加 費

区分

小 学 校 中 学 校 合 計 (B)+(B)'
（ 変 更 後 の ）
補 助 事 業 に 要
す る 経 費 ( ｱ )

学 校 給 食 費

交 通 費 （ 通 学 費 ）

職 場 実 習 交 通 費

交 流 及 び 共 同 学 習 交 通 費

修 学 旅 行 費

拡 大 教 材 費 （ 加 算 分 ）

合 計

(注)１「A・A’：市町村の支出額」欄は、市町村が行う事業のための実支出額（保護者に支給する額の総額）を記入すること。
　　２「B・B'：国庫補助対象額」欄は、毎年度別に通知する児童又は生徒１人当たりの限度額の範囲内で、１人１人への支給見込額の合計額を記入するこ
と。
　　　（市町村が国庫補助事業を超えて独自に補助している部分は含まないこと。）
　　３　弱視、難聴、言語障害等の生徒で、学校教育法施行規則第１４０条の規定により、障害に応じた特別の指導を受けている者の
　　　「通学に係る特別に要する交通費」については、交通費（通学費）の欄に計上すること。

学 用 品 ・ 通 学 用 品 購 入 費

新入学児童生徒学用品・通学用品購入費

体 育 実 技

用 具 費



第８号様式別紙４（１） 第８号様式別紙４（１）

第８号様式別紙４（２）～第１０号様式の１のエ（１）（２） 略 第８号様式別紙４（２）～第１０号様式の１のエ（１）（２） 略



第１０号様式の１のエ（３） 第１０号様式の１のエ（３）

第１０号様式の２から第１２号様式 略 第１０号様式の２から第１２号様式 略


